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は じ め に 

現 在 、我 が国 では出 ⽣ 率 の低 下 に伴 い急 速
に少 子 化 が進 んでおります。子 どもや子 育 てをめぐ
る環 境 は、時 代 とともに変 化 しており、核 家 族 化
や地 域 とのつながりの希 薄 化 等 により、子 育 てに
不 安 や孤 ⽴ 感 を覚 える家 庭 も少 なくありません。  

そうした状 況 の中 、幼 児 教 育 や保 育 は、⽣ 涯
にわたる人 格 形 成 の基 礎 を培 う上 で重 要 なもの
であり、質 の高 い幼 児 教 育 や保 育 を地 域 のニーズに応 じて、総 合 的 に提 供 す
ることが求 められております。  

本 市 におきましては、これまで次 世 代 育 成 支 援 対 策 推 進 法 に基 づく次 世
代 育 成 支 援 美 唄 市 ⾏ 動 計 画 「びばっこすくすくプラン」を策 定 し、子 どもや子 育
てに関 わる環 境 整 備 の推 進 に努 めて参 りましたが、平 成 24 年 8 月 に「子 ども・
子 育 て関 連 3 法 」が成 ⽴ し、本 年 4 月 より「子 ども・子 育 て支 援 新 制 度 」に
向 けて本 格 実 施 となることから、これまでの計 画 を継 承 し、「子 ども・子 育 て支
援 法 」の基 本 指 針 に基 づく美 唄 市 子 ども・子 育 て支 援 事 業 計 画 「新 びばいっ
こすくすくプラン」を新 たに策 定 いたしました。  

本 計 画 は、市 内 における教 育 ・保 育 や地 域 子 ども・子 育 て支 援 の現 在 の
利 ⽤ 状 況 や潜 在 的 な利 ⽤ 希 望 を把 握 した上 で、提 供 体 制 を確 保 するための
⽅ 策 等 を盛 り込 んだ５年 間 の事 業 計 画 となっております。  

子 どもは、いつの時 代 においても「社 会 の宝 」であり「次 代 の希 望 」であります。  

一 人 ひとりの子 どもの幸 せを願 い、健 やかな育 ちを地 域 社 会 全 体 で応 援 す
ることを目 指 す本 計 画 をもとに、教 育 ・保 育 及 び地 域 子 ども・子 育 て支 援 を進
めて参 りますので、市 ⺠ の皆 様 には、今 後 ともより一 層 のご支 援 ご協 ⼒ をお願
いいたします。  

むすびに、本 計 画 の策 定 にあたり、貴 重 なご意 ⾒ ・ご提 ⾔ をいただきました美
唄 市 次 世 代 育 成 支 援 推 進 委 員 の皆 様 をはじめ、ご協 ⼒ をいただきました多 く
の市 ⺠ の皆 様 に⼼ から厚 くお礼 申 し上 げます。  

 

平成２７年３月 

美唄市⻑  髙 橋  幹 夫 
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     計画の策定にあたって 第１章第１章第１章第１章

 

 １． 計画策定の背景と目的 

 

 策定の背景及び目的 （１）

近年急速に少子高齢化が進⾏しており、地⽅においても少子化対策が急務となってお
ります。 

国はこれまで「エンゼルプラン」や「次世代育成支援⾏動計画」に基づき、様々な少子
化対策を推進してきましたが、人口減少社会の到来とさらなる少子化の進⾏、待機児童
問題や近年の家族構成の変化、地域のつながりの希薄化など子育てに不安や孤⽴感を
感じる家庭は少なくありません。 

また、待機児童の解消が求められており、⼥性の子育て環境を整備し仕事と家庭の両
⽴が容易にでき、安⼼して働くことができる環境を整備することが求められています。 

このような状況の中で、平成 24 年 8 月に公布された「子ども・子育て関連 3 法」に基
づく新たな制度「子ども・子育て支援新制度」により、質の高い幼児期の学校教育・保育、
地域の子ども子育て支援の総合的な提供、保育の量的拡⼤・確保などの充実を目指す
「子ども・子育て支援事業計画」の策定が市町村に義務づけられました。 

本市におきましても、これまで「次世代育成支援美唄市⾏動計画（通称 びばいっこ
すくすくプラン）」を策定し、「みんなで支え 楽しい子育て」を基本理念として地域で安⼼
して子育てができ、また、これからの社会を担っていく子ども達が健やかに成⻑できるよう
様々な事業を推進してきました。 

しかし、本市においても子どもの数が減少しており、小学校の統廃合や幼稚園、保育
所の閉園など、美唄の子ども達を取り巻く環境の変化が今後も予想されるところです。 

これらの動向を受け、「次世代育成支援美唄市⾏動計画」を引き継ぎ、幼児期の学
校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進していくこととして、平成 27 年
4 月から 31 年までの 5 か年を計画期間とした「新びばいっこすくすくプラン（美唄市子ど
も・子育て支援事業計画）」を策定します。 
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【 子ども・子育て関連３法と新制度の主な内容 】 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

• 幼稚園と保育所の機能を併せ持つ

「認定こども園」の普及を図る。

質の高い幼児期の

教育・保育の

総合的な提供

• 地域のニーズを踏まえ、認定こども園、

幼稚園、保育所、小規模保育などを計

画的に整備し、待機児童の解消や、多

様な教育、保育の充実を図る。

保育の量的拡大・

確保、教育・保育

の質的改善

• 子ども・子育てに関する様々なニーズ

に応えられるよう、子ども・子育て支

援の充実を図る。

地域の子ども・

子育て支援の充実

新制度の創設に関する次の 3 つの法律を合わせて、「子ども・子育て関連 3 法」

と呼ばれています。 

１．子ども・子育て支援法 

２．認定こども園法の一部を改正する法律 

３．関係法律の整備等に関する法律（児童福祉法等の改正） 
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 計画の位置づけ （２）

 子ども・子育て支援法に基づく計画 a)

この計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て事業計
画」と位置付けます。 

 

 

 

 次世代育成支援対策推進法に配慮した計画 b)

次世代育成支援対策推進法は、平成 27 年 3 月までの時限⽴法でしたが、法律
の有効期限が 10 年延⻑され平成 37 年 3 月までとなりました。 

しかし、子ども・子育て支援法の施⾏により「市町村子ども・子育て支援事業計画」
が義務化されたことから、次世代育成支援市町村⾏動計画は法的に存続するものの
策定は任意となります。 

本市では総合的な子ども・子育て支援を推進する「次世代育成支援美唄市⾏動
計（びばいっこすくすくプラン）」を引き継ぎ、子ども・子育て支援事業計画を策定しま
す。 

 
 

【「次世代育成支援行動計画」と「子ども・子育て支援事業計画」の関係 】 

 

次世代育成支援行動計画次世代育成支援行動計画次世代育成支援行動計画次世代育成支援行動計画    

子ども・子育ての総合計画 

子ども・子育て支援事業計画 

サービス供給量と確保策 

教育・保育・子育て支援の強化・充実 

子ども・子育て支援法子ども・子育て支援法子ども・子育て支援法子ども・子育て支援法    

 第 61 条 市町村は、基本指針に即して、5 年を一期とする教育・保

育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に

基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て事

業計画」という。）を定めるものとする。 
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 びばい未来交響プラン（第6 期美唄市総合計画）を上位計画とする市の総合的c)

な子ども・子育て支援計画 

国から示された「子ども・子育て支援法」に基づく子ども・子育て支援事業計画の基
本指針に基づき、美唄市が取り組む事業と達成しようとする目標を明らかにし、財政
状況を勘案しながら計画的な取り組みを推進します。 

本計画の策定にあたっては、第 6 期美唄市総合計画や地域福祉計画などとの整
合性を図ります。 

 

 

 
  

びばい未来交響プラン

（第６期美唄市総合計画）

新 び ば い っ こ

す く す く プ ラ ン

（ 子 ど も ・ 子 育 て

支 援 事 業 計 画 ）

地域福祉計画

ヘルシーライフ２１

幼稚園教育振興計画

食育推進計画

などの関連計画
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 計画期間 （３）

「子ども・子育て支援法」では、市町村は平成 27 年 4 月から平成 31 年度までの 5

年間を定めるものとしています。本計画は 5 年ごとに策定するものとされていることから、平
成 27 年度から平成 31 年度までを計画期間とします。 

 

 

平成 

21年度 
22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

⾒直し 

 
 

次世代育成支援⾏動計画 

 

 

     

   

計画 

策定 

 
 

子ども・子育て支援事業計画 

 
 

 

 
 

 

 計画の対象 （４）

本計画は、就学前児童と小学校児童を中⼼とした児童福祉法に定められた 18 歳未
満のすべての子どもとその家庭、地域、事業所、⾏政等を対象とします。 
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    美唄市の現状 第２章第２章第２章第２章

 １． 出生の動向 

本市の出⽣数並びに出⽣率（人口千人当たりにおける出⽣数）は、年々減少傾向となり
平成 31 年度においては出⽣数 97 名、出⽣率 4.0 と推計しています。 

 
グラフ ２-1 出⽣数と出⽣率の推移 （資料：住⺠基本台帳 平成 26 年度以降は推計） 

 

 ２． 人口・世帯の動向 

 人口の推移 （１）

平成 26 年3 月末現在の本市の人口は、24,311 人（住⺠基本台帳）となっており、
年々減少しています。年齢構成別では、65 歳以上の⽼年人口は年々増加しているのに
対し、15 歳未満の人口は減少しており、少子高齢化が進んでいます。地域人口ではす
べての地区で減少しています。グラフ2-2〜2-4における資料は、平成2年度〜平成22

年度は国勢調査、平成 25 年度は住⺠基本台帳（平成 26 年 3 月末現在）です。 

 
グラフ ２-2 総人口の推移 
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グラフ ２-3 年齢構成別の人口推移 

 

 
グラフ ２-4 地域別の人口推移 

地域別の区分は、市街地（条丁目区域）、市街地周辺地区（一⼼町・進徳町・沼の内町・癸⺒町・東明町・南
美唄町・共練町）、東部地区（落合町・盤の沢町・我路町・東美唄町）、⻄部地区（開発町・上美唄町・⻄美
唄町）、南部地区（光珠内町・峰延町・豊葦町）、北部地区（中村町・北美唄町・茶志内町・⽇東町） 

6,012(17%) 7,005(21%) 7,820(25%) 8,377(29%) 8,555(33%) 8,797(36%)
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5,943 

5,204 
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 世帯数の推移 （２）

世帯数、平均世帯人員は、総人口と同様に減少してきており、核家族化の進⾏が伺
えます。また、地区別では市街地区・市街地周辺地区は横ばい若しくは微増傾向にあり
ます。グラフ 2-5・2-6 における資料は、平成 2 年度〜平成 22 年度の国勢調査、平成
25 年度は住⺠基本台帳（平成 26 年 3 月末現在）。 

 
グラフ ２-5 世帯数と平均世帯人員の推移 

 

 
グラフ ２-6 地域別世帯数の推移 
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 地域毎の子育て人口について （３）

美唄市を 11 地区・区域に区分し、その区分した各地域毎の子育て人口（0〜6 歳、
7〜12歳）は、条丁目と比較し、周辺区域は人口が少なく子育て人口割合も小さくなっ
ています。また、マップ 2-1 にも同様の値を地図上に示しています。 

 
グラフ ２-7 地区・区域内の人口及び⼦育て人口（住⺠基本台帳平成 26 年 1 月末現在） 
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 ３． 産業・雇用の状況 

本市において人口の減少に伴い、就業者数も年々減少しています。 

構成割合比別では、第 1 次産業(農業・林業)に就業している人口は横ばい、第 2 次産
業(建設・製造等)は減少、第 3 次産業(運輸・公務等)は増加傾向にあります。 

 

 

グラフ ２-8 第 1 次〜第３次産業別就業者数の推移及び構成割合（資料：国勢調査） 
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 ４． 保育サービスの状況 

 保育所の状況 （１）
①  認可保育所の状況 

■ 定員・児童数 

本市には、認可保育所が３か所、認定こども園が１か所設置されております。 

各年４月１⽇における⼊所者数は、ほぼ横ばいとなっておりますが、今後は少子化
の影響により減少するものと思われます。 

 

表 ２-1 認可保育所定員数 

保育所名 定員 延⻑保育 障がい児保育 乳児保育 一時預かり 

中央保育所 60 名 ● ●   

東保育所 45 名 ● ● ● ● 

⻄保育所 45 名 ● ●   

認定こども園 

ひまわり 
35 名 ● ●   

認定こども園ひまわりは平成 25 年 4 月開園、定員のうち 5 名は短時間保育。 

 

 

グラフ ２-9 認可保育所 年度別⼊所者数（各年４月１⽇） 
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■ 延⻑保育 

保護者の勤務形態の多様化などに対応するため通常保育時間(7:30〜18:30)

を超えて 19:30 まで延⻑保育を⾏っています。 

 

 

グラフ ２-10 延⻑保育延べ利⽤児童数（保育所別）（各年度末） 
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■ 障がい児保育 

集団保育が可能で、通園のできる概ね２歳以上の児童を保育しています。 

表 ２-2 障がい児保育利⽤児童数（各年４月１⽇） 

年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

利⽤児童数 9 人 11 人 11 人 9 人 7 人 

※ 対象児童  

・特別児童扶養手当受給児童 

・療育手帳、⾝体障害者手帳の交付、または児童相談所等の判定を受けている児童 

 

■ 一時預かり 

保護者の就労形態により断続的に家庭での保育が困難な場合（非定型）や疾
病・⼊院等により保育を必要とする場合（緊急型）、または育児の負担を軽減する
などの理由で一時的に保育が必要となった場合に、保育所で児童を保育しています。 

 

 

グラフ ２-11 ⼀時預かり利⽤児童数（理由別）（各年度末） 
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②  へき地保育所の状況 

■ 定員・児童数 

本市には、へき地保育所が3か所設置されており、各年4 月1 ⽇における⼊所者
数は、ほぼ横ばいとなっておりますが、今後は少子化の影響により減少するものと思わ
れます。 

 

表 ２-3 へき地保育所定員数 

保育所名 定員 

茶志内双葉保育園 45 人 

峰延保育所 60 人 

進徳保育園 60 人 

 

 
 

 

グラフ ２-12 へき地保育所 年度別⼊所者数（各年４月１⽇） 
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③  認可外保育施設の状況 

本市には、認可外保育施設として 5 か所あり、うち１カ所は事業所内保育施設、 

2 カ所は院内保育施設となっています。 

 

表 ２-4 認可外保育施設の状況およびその定員数 

保育施設名 定員 

はぐくみ託児所 15 人 

美唄私⽴ひかり保育園 15 人 

花田病院附属あゆみ保育園 20 人 

ぞうさん美唄ルーム - 

北海道中央労災病院せき損センター 

すずらん保育所 
15 人 

 

 

 

グラフ ２-13 認可外保育施設 年度別⼊所者数（各年４月１⽇） 
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 子育て支援センターの状況 （２）

本市では、平成13 年12 月から少子化や核家族化などに対応し、地域で安⼼して子育
てができる環境をつくることを目的として、子育て支援センター「はみんぐ」を開設しています。 

① 子育て支援センターの事業内容 
表 ２-5 ⼦育て支援センターの事業内容 

子育ての広場 ・月曜⽇から⾦曜⽇（休⽇開館⽇あり）利⽤時間 9:30〜16:30 

・⾏事〜お誕⽣会・交流の⽇（講座等要申込） 

・おおきくなったかな（⾝⻑・体重測定）・遠⾜・はみんぐ祭等 

・対象〜概ね就学前の子どもと保護者 

こども療育広場 歩き始めがゆっくりだった、ことばが出るのが遅かった、お友達と関わって遊
ぶことが難しいといった様子がみられる子どもを支援し、家族に対してのアド
バイスを⾏っています。 

・集団指導 月〜水曜⽇ 9:30〜11:30 

・個別指導 月〜⾦曜⽇ 9:00〜17:00 

・対象〜小学 1 年⽣まで 

子育て相談 家庭児童相談員、⺟子・父子⾃⽴支援員、子育て支援担当員、療育
指導員等が連携し、あらゆる子育てに関する相談に対応します。 

・対象〜18 歳未満の子どもと保護者 

地域子育て支援 地域の保育所などを活⽤し、地域の子育て家庭を対象に親子遊びの提
供や子育て相談、子育てサークルの育成など、地域での子育てを支援し
ます。 

 

② 子育ての広場の利用者数 

子育ての広場は、子育て中の保護者が気軽に訪れ、子どもを遊ばせながら⾃由に交
流できる場所として位置づけられています。 

また、地域の子育てサポーターのみなさんの協⼒も得られ、様々な関わりの中で子育て
支援が図られています。 

 

グラフ ２-14 ⼦育ての広場 利⽤者数 
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③  こども療育広場の利用者数 

こども療育広場は子育て支援センター内に開設されたことにより、他機関との連携や
相談体制の整備が図られています。 

 

グラフ ２-15 こども療育広場 利⽤者数 

 

 
④  子育て相談件数 

子育てに関する相談は減少傾向にあります。 

 

グラフ ２-16 ⼦育て相談件数 
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 ５． ⺟子保健事業の状況 

本市では、⺟子健康手帳の交付をはじめ、妊婦一般健康診査、乳幼児健診、⺟親教室、
学童クッキングなど、⺟親が安⼼して出産し、子どもが健やかに成⻑できるよう、妊娠・出産・育
児に関する様々な⺟子保健事業を保健センターで実施しています。 

 

■ ⺟子健康手帳の交付状況 

 
グラフ ２-17 ⺟⼦健康⼿帳の交付状況 

 
 

■ 各種健康診査の受診状況 

 
グラフ ２-18 各種健康診査の受診状況 
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■ ⺟親教室・ペア教室 

妊娠中期から後期の妊婦とその夫を対象に、出産・子育てについての講話や実技
及び参加者同士の懇談会などを実施。また、夫婦で子育てを考えられるようペア教室
を年４回⼟曜⽇に実施。 

 

グラフ ２-19 ⺟親教室・ペア教室 

 

■ のびのび教室 

子育てのしづらさを感じたり、育児不安などを抱えている親や発達支援の必要な幼
児と親を対象に、親子遊びを中⼼とした小集団支援を実施。 

 

グラフ ２-20 のびのび教室 
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■ 乳幼児・学童家庭への訪問 

育児不安のある親や養育支援の必要な親、発達支援の必要な乳幼児や学童等
に対して、保健師等が訪問支援を実施。 

 

グラフ ２-21 乳幼児・学童家庭への訪問 

 

■ 学童クッキング 

食べること、調理をすることの楽しさや必要性についての理解を深めてもらうため、放
課後児童対策事業を利⽤している学童を対象に、簡単な料理やおやつの調理実習
を⾏う。 

 

グラフ ２-22 学童クッキング 
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 ６． 教育施設の状況 

 小学校・中学校・高等学校の状況 （１）

本市には、現在小学校が 5 校、中学校が 4 校、高等学校が 2 校あり、どちらも学級
数・児童⽣徒数とも年々減少傾向にあります。光珠内中央小は H21.4 に峰延小へ、 

東栄小は H23.4 に東小へ、⻄美唄小は H25.4 に中央小へ統合されました。 

 

グラフ ２-23 学級数と児童数の推移（小学校）（各年 5 月 1 ⽇） 

 

 

グラフ ２-24 学級数と⽣徒数の年度別推移（中学校）（各年 5 月 1 ⽇） 

 

 

グラフ ２-25 学級数と⽣徒数の年度別推移（高等学校）（各年 5 月 1 ⽇） 

64 66 57 57 47

1,161 1,111 
1,031 994 

929 

0

500

1,000

1,500

0

10

20

30

40

50

60

70

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

児童数（人）

学級数 学級数 児童数

29 29 29 32 30

664 
649 

613 
590 

563 

350

450

550

650

0

10

20

30

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

生徒数（人）学級数
学級数 生徒数

31 33 29 25 22

913 908 

866 

817 

761 

700

800

900

1,000

0

10

20

30

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

生徒数（人）学級数

学級数 生徒数



 

第２章 美唄市の現状 

６．教育施設の状況 
 

 - 23 - 
 

 

 養護学校の状況 （２）

 
グラフ ２-26 学級数と⽣徒数の年度別推移（養護学校）（各年 5 月 1 ⽇） 

 

 幼稚園（公私）の状況 （３）

本市には、公⽴幼稚園が 1 園、私⽴幼稚園が 2 園あり、公⽴幼稚園の⼊園率は
年々減少傾向にあります。また、全ての幼稚園で「預かり保育」「障がい児保育」を実施し
ています。 

■ 公⽴幼稚園 

 
グラフ ２-27 ⼊園児童数と⼊園率の推移（各年 5 月 1 ⽇） 

 

 
グラフ ２-28 預かり保育（各年度末）・障がい児保育（各年 5 月 1 ⽇）の利⽤者数 
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■ 私⽴幼稚園 

 
グラフ ２-29 ⼊園児童数と⼊園率の推移（各年 5 月 1 ⽇） 

 

 
グラフ ２-30 預かり保育・障がい児保育の利⽤者数 

 

 放課後児童施設の状況 （４）

本市には、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校 1〜4 年⽣の児童に対し
て、放課後に適切な遊びや⽣活の場を与える放課後児童施設が5カ所設置されており、
利⽤者数は減少傾向にあります。 

 
グラフ ２-31 放課後児童施設利⽤者数（各年度 4 月 1 ⽇現在） 
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 児童館の状況 （５）

児童館は、児童に健全なあそびを提供することにより、その健康を増進し、情緒を豊か
にするとともに児童の⽣活文化の振興と福祉の増進に寄与することを目的としています。 

 

 
グラフ ２-32 児童館利⽤者数 

 

 図書館の利用状況 （６）

■ 蔵書数 

 
グラフ ２-33 蔵書数と児童図書との蔵書割合 
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■ 児童館の⾏事 

・ クリスマス会 

・ たなばた会 

・ まめまき会 

・ ひなまつり会 

・ かるた会 

・ ぬり絵⼤会 

・ 記録会 

・ ビデオ会 など 
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■ 貸出人数 

 
グラフ ２-34 貸出人数と児童貸出人数との貸出割合 

 

■ 貸出冊数 

 
グラフ ２-35 貸出冊数と児童貸出冊数との貸出冊数割合 

  

24,568 
23,297 

20,586 19,393 
18,100 

7,258 6,811 
5,722 5,246 

4,333 

29.5% 29.2%
27.8% 27.1%

23.9%

0%

10%

20%

30%

40%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

児童貸出率（％）貸出人数（人）

貸出人数 児童貸出人数 児童貸出率

110,288 105,848 
96,831 95,123 

86,997 

38,574 36,143 
32,625 31,084 

27,303 

35.0% 34.1% 33.7% 32.7%
31.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

児童貸出率（％）貸出冊数（冊）

貸出冊数 児童貸出冊数



 

第２章 美唄市の現状 

７．子育て支援関連の施設マップ 
 

 - 27 - 
 

 

 ７． 子育て支援関連の施設マップ 

マップ 2-2 に美唄市全体の子育て支援関連施設のマップ、マップ 2-3 に条丁目地区及びそ
の一部周辺区域にある子育て支援関連施設のマップを示します。 
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マップ 2-3 美唄市条丁目地区及びその⼀部周辺区域の⼦育て支援関連施設のマップ 

（平成 26 年 4 月末現在） 
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 ８． 配偶関係 

平成12 年、17 年そして 22 年の国勢調査の結果を参照し、15〜39 歳（5 歳毎）における
配偶関係、未婚・既婚・離別の人数（比率）を示します。なお、0〜14 歳は参考までに掲載。 
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グラフ 2－37 平成 17 年配偶関係（資料 国勢調査） 
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■ 未婚率 
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⼥ 男

グラフ 2－39 男性-未婚率（資料 国勢調査） 

グラフ 2－40 ⼥性-未婚率（資料 国勢調査） 
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 ９． 美唄市まちづくり市⺠アンケート調査結果 

本市では、市内に居住する満 18 歳以上の男⼥を対象に施策の達成度を確認するとともに
市⺠の意⾒・要望を把握するため、毎年市⺠アンケートを実施しています。そのうち子育て支
援に関する設問は 2 項目あり、その結果の推移は次のとおりです。 

資料「まちづくり市⺠アンケート」の詳細については、美唄市ホームページ
（http://www.city.bibai.hokkaido.jp/2006/10/374/）を参照ください。 

 

■ 子育てしやすいまちだと思う市⺠の割合 

 
グラフ ２-41 ⼦育てしやすいまちだと思う市⺠の割合 

 

■ 子育てしやすいまちだと思わない「いいえ」の理由 

 
グラフ ２-42 グラフ 2－41 の⼦育てしやすいまちだと思わない「いいえ」の理由（複数回答） 
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■ 子育てで困ったときに、気軽に相談できる相手は誰 

 
グラフ ２-43 ⼦育てで困ったときに、気軽に相談できる相⼿は誰 

 

■ 子育てで困ったときに、気軽に相談する内容 

 
グラフ ２-44 ⼦育てで困ったときに、気軽に相談する内容 

2%
3%

2% 3% 3%

8%

11%
13% 11% 10%

5%

3% 5%
3% 5%

7%

7% 5%
4% 6%

23%

25%
23%

24% 23%

25%

24%

22% 25% 25%

29%
22%

29% 29% 28%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

1. 夫・妻

2. 母親、父親（配偶

者の母親、父親）

3. 友だち
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8. その他
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4. 生活環境（家

庭内・近隣・地

域等）

5. 学校・習い事

等

6. その他
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    計画の基本的な考え方 第３章第３章第３章第３章

 

 １． 計画の基本方針 

核家族化や就業する女性の増加、地域のつながりの希薄化などで、家庭や地域におい

て子どもを養育する環境の変化により養育に関する機能の低下が懸念されています。ま

た、少子化に伴い子ども同士のふれあいの機会も減少しています。こうした環境の変化

は、子どもの健やかな成長に大きな影響を与えると推測されます。 

さらに、家庭や地域社会における子育ての孤立化、価値観の多様化が進み、個人の生

き方も複雑化しており、子育てに意義を感じ、子どもを生み育てたいと思う気持ちをだ

れもが素直に持つことが難しくなってきています。 

このような状況の中、保護者が子育てについての第一義的責任をもつという基本的な

認識の下に、行政のみならず、家庭や地域、関係機関・団体、職場など、子どもと子育

て家庭を取り巻く社会全体が子育てについて理解を深め、子どもを未来の希望と捉える

ことが必要です。 

本計画では、これまで次世代育成支援美唄市行動計画で目指してきた「みんなで支え 

楽しい子育て」の方向性を継承し、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供

体制の確保と業務の円滑な実施を図り、一人一人の子どもが健やかに成長することがで

きる社会の実現を図るため、計画の基本理念を定めます。 

≪子ども・子育て支援の意義に関する事項（「子ども・子育て支援法基本指針」より）

≫ 

 

■「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざす。 

■すべての子育て家庭を対象とし、一人一人の子どもの健やかな育ちを等しく保障することを
めざす。 

■子ども・子育て支援とは、保護者が子育てについての第一義的責任を有することを前提と
しつつ、地域や社会が保護者に寄り添い、保護者が⾃己肯定感を持ちながら子どもと向き
合える環境を整え、親としての成⻑を支援し、子育てや子どもの成⻑に喜びや⽣きがいを
感じることができるような支援をしていくこと。 

■乳幼児の愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への信頼感の醸成など、乳幼児期の
重要性や特性を踏まえ、発達に応じた適切な保護者の関わりや、質の高い教育・保育の
安定的な供給を通じ、子どもの健やかな発達を保障することが必要。 

■子どもや子育て世帯のおかれている状況や地域の実情を踏まえ、幼児期の学校教育・保
育、地域における多様な子ども・子育て支援の量的拡充と質的改善を図ることが必要。 

■社会のあらゆる分野における全ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関
⼼や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要。 
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 ２． 基本理念 

「 子どもの笑顔はみんなの宝  応援しよう！！びばいっこ家族 」 

 

子どもは家庭の希望であり、みんなの宝です。すべての子ども一人一人の幸せは社会

全体の願いです。 

全ての子どもたちが、一人の人としてこのまちで大切に育てられ、健やかに成長する

ことは地域全体の喜びです。 

子どもたちが、さまざまな人との関わりや体験を通して、健やかでたくましく心豊か

な人間として育ち、夢を育み、希望を持って自からの力を発揮できるよう、親のみなら

ず、地域のみんなで応援していきます。 

また親も、子育てを通じてさまざまな人と関わり合いながら、経験を積み成長してい

きます。はじめからうまくいく子育てはなかなかありません。 

地域社会が保護者に寄り添い、保護者が出産や育児の不安を乗り越え、悩みを解決し

ながら親として育ち、子どもを産み育てることを喜びとして、安心して笑顔で子育てが

楽しめるような環境づくりを進めます。 

すべての子どもたちが、笑顔で輝き、すべての子育て家庭が安心して子育てができる

よう、地域で力を合わせ、びばいっこ家族を応援します。 

 

 ３． 基本目標 

① ⼦どもの成⻑を支える教育・保育の環境づくり 

子どもの幸せを第一に考え、子どもの最善の利益を目指します。 

 

② ⼦どもが健やかに⽣まれ育つことができる環境づくり 

子育てについて第一義的責任を有する保護者への支援を念頭に、子育て家庭を応援
します。 

 

③ ⼦ども・⼦育てを地域で応援する環境づくり 

「びばいっこすくすくプラン」を継承し、子育てに関わる全ての人がその喜びを感じるために、
家庭・地域・企業・⾏政などが連携して、社会全体で子育てを応援します。 
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 ４． 計画の基本施策 

子どもの笑顔はみんなの宝  応援しよう！  びばいっこ家族 

基本理念 

③ 子ども・子育てを地域で応援する環境づくり 

基本目標 

 

【基本施策】 

③-3 子どもの安全の確保 

③-1 子育て支援ネットワークづくり 

③-2 児童虐待防止対策の充実 

① 子どもの成⻑を支える教育・保育の環境づくり 

基本目標 

 

【基本施策】 

①-1 教育・保育の提供区域の設定 

①-2 教育・保育サービスの充実 

①-3 地域子ども・子育て支援事業の充実 

①-4 児童の健全育成 

② 子どもが健やかに⽣まれ育つことができる環境づくり 

基本目標 

 

【基本施策】 

②-1 子どもや⺟親の健康・医療の充実 

②-2 子育てに配慮した環境の充実 

②-3 障がい児施策の充実 

②-4 食育の推進 
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    基本施策と今後の取り組み 第４章第４章第４章第４章

 １．【基本目標】 「① 子どもの成⻑を支える教育・保育の環境づくり」 

 １． 【基本目標】 ① 子どもの成⻑を支える教育・保育の環境づくり 

（１）【基本施策】 「①-1 教育・保育の提供区域の設定」 

教育・保育の提供区域とは、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅から容易に
移動することが可能な区域で、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件や教育・
保育を提供する施設の整備の状況等を総合的に勘案して設定するものです。市の子育
て中の保護者は、居住地区に関わらず、市内の関連施設を利⽤している状況にあるため、
すべての事業について市全域を提供区域として設定します。 

 
 

表 ４-1 事業の提供区域 

事業名 提供区域 

教育・保育 全 市 

地
域
子
ど
も
・子
育
て
支
援
事
業

 

利⽤者支援事業 全 市 

地域子育て支援拠点事業 全 市 

乳児家庭全⼾訪問事業 全 市 

養育支援訪問事業 全 市 

子育て短期支援事業 全 市 

一時預かり事業 全 市 

延⻑保育事業 全 市 

病児・病後児保育事業 全 市 

放課後児童健全育成事業 全 市 

ファミリー・サポート・センター事業 全 市 

妊婦一般健診事業 全 市 

児童虐待防止ネットワーク事業 全 市 

 

  



 

第４章 基本施策と今後の取り組み 

１．【基本目標】 ① 子どもの成⻑を支える教育・保育
の環境づくり 
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（２）【基本施策】 「①-2 教育・保育サービスの充実」 

子育て家庭の⽣活実態や意向を十分に踏まえ、「質の高い幼児期の学校教育・保育
の総合的な提供」と「保育の量的拡⼤・確保、教育・保育の質的改善」に向けて、ニーズ
に応じた質の高い幼児期の教育・保育の提供に努めます。 

 

表 ４-2 「①-2 教育・保育サービスの充実」における事業 

事 業 名 事    業    概    要 担 当 課 

市⽴保育所管理運営事業 

（通 常 保 育 ） 

 

保護者の労働や疾病などにより、昼間、保育が
できない乳幼児を保育所で預かり、共働き家庭等
の両⽴支援を図る。 

保育標準時間（11H） 

7：30〜18：30 定員 150 人 

保育短時間  （8H） 

7：30〜18：30 のうち 8Ｈ 

 

こども未来課 

認定こども園管理運営事業 

 

 

（⻑時間保育） 

 

（短時間保育） 

 

 

保護者の労働や疾病などにより、昼間、保育が
できない乳幼児を保育所で預かり、共働き家庭等
の両⽴支援を図る⻑時間保育と、保育ができない
子ども以外を受け⼊れ、教育・保育を一体的に⾏
う短時間保育を実施する。 

保育標準時間（11H） 

7：30〜18：30 定員 30 人 

保育短時間 （8H） 

7：30〜18：30 のうち 8Ｈ 

短時間保育 （4H） 

8：30〜12：30  定員  5 人 

 

こども未来課 

へき地保育所運営事業 

（通常保育） 

へき地における保育を要する児童に対し、乳幼
児を保育所で預かり、児童福祉の増進を図る。 

こども未来課 

保育所施設の整備 

良好な保育環境を提供するため保育施設の整
備を図り、⽼朽化が進んでいる保育所の整備を⾏
う。 

こども未来課 

幼稚園教育振興計画の推進 

計画の推進に努めるとともに、平成２５年度中
に計画の⾒直しを⾏い、平成2６年度から実施す
る。 

学 務 課 

幼稚園・学校施設の整備 
安全・安⼼な学校環境を確保するため、計画

的な⼤規模改修事業を推進する。 
学 務 課 
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（３）【基本施策】 「①-3 地域子ども・子育て支援事業の充実」 

子育て家庭への支援を⾏うため、様々な子育て支援サービスの充実を図ります。 

 
表 ４-3 「①-3 地域⼦ども・⼦育て支援事業の充実」における事業 

事 業 名 事    業    概    要 担 当 課 

一時預かり事業 

⼥性の就労の多様化に伴う非定型保育や保護者
の病気等による一時的な保育需要に対応するため、児
童を一時的に預かる。 

こども未来課 

幼稚園の預かり保育 
幼稚園における通常の保育時間に加え、時間を延

⻑して保育を⾏う。 
学 務 課 

延⻑保育事業 

保護者の勤務形態の多様化等に対応するため、通
常の保育時間を超えて、児童を預かる。 

（18：30〜19：30） 

こども未来課 

 

子育て短期支援事業 

 

保護者が疾病、出産、看護、出張などで、家庭にお
ける児童の養育が一時的に困難となった場合等に、児
童養護施設等において一時的に預かる。 

こども未来課 

【新規事業】 
多子世帯の保育料補助
事業 

多子世帯における保護者の経済的負担の軽減を図
るため、保育料を補助する。 

 

こども未来課 

 

（４）【基本施策】 「①-4 児童の健全育成」 

地域において⻘少年の健全育成に向けて、児童が⾃主的に参加し、安全に過ごす事
ができる居場所づくりの推進に取り組みます。 

 
表 ４-4 「①-4 児童の健全育成」における事業 

事 業 名 事    業    概    要 担 当 課 

児童館管理運営事業 

児童に健全な遊びを提供し、その健康を増進し、情
緒を豊かにするとともに児童の⽣活文化の振興と福祉
の増進を図る。 

⽣涯学習課 

図書館事業の推進 

児童図書の充実を図るとともに、ボランティアと連携
し、毎月第２・第３⼟曜⽇に絵本の読み聞かせなどの
「おはなしの会」を⾏う。また、移動図書館⾞の巡回など
子どもの読書活動の推進を図る。 

図 書 館 

性教育講座 

高校⽣を対象に命の尊さを学ぶ機会として実施し、
⾃分や相手を⼤切にできること、⾃分の命の⼤切さを
伝えていく講座を実施する。 

健康推進課 

 



 

第４章 基本施策と今後の取り組み 

２．【基本目標】 ② 子どもが健やかに⽣まれ育つことが
できる環境づくり 
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 ２．【基本目標】 「② 子どもが健やかに生まれ育つことができる環境づくり」 

 ２． 【基本目標】 ② 子どもが健やかに生まれ育つことができる環境づくり 

（１）【基本施策】 「②-1 子どもや⺟親の健康・医療の充実」 

妊娠期や出産期等を通じて⺟子の健康が確保されるよう、⺟子保健における健康診
査、訪問指導、保健指導等の充実を図り、子どもの医療体制や救急医療体制の確保
や整備に努めます。 

 

表 ４-5 「②-1 ⼦どもや⺟親の健康・医療の充実」における事業 

事 業 名 事 業 概 要 担 当 課 

妊婦一般健康診査 
受診票１４回分を前期と後期の２回に分けて交

付し、妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減
を図る。 

健康推進課 

妊産婦訪問 

疾病等により支援が必要とされる妊産婦やはじめて
子どもを出産した⺟及びその子、育児不安のある親や
養育支援の必要な親に対し、保健師や栄養士が家
庭訪問を⾏う。 

健康推進課 

乳幼児健康診査 

⽣後４か月・７か月・１２か月の乳幼児と保護者
を対象に、問診・⾝体計測・小児科医師診察・保健
指導を⾏い、⼼⾝の発達や育児不安等について支
援を⾏う。 

健康推進課 

１歳６か月 
児健康診査 

満１歳６か月を超え２歳に達しない幼児と保護
者を対象に、問診・⾝体計測・小児科医師診察・⻭
科健診・保健相談等の集団健診を⾏い、⼼⾝や⾔
葉の発達、⽣活習慣の⾃⽴、育児不安等の支援を
⾏う。また、必要に応じ栄養・⾔葉・⻭磨き相談を⾏
う。 

健康推進課 

３歳児健康診査 

満３歳を超え４歳に達しない幼児と保護者を対
象に、問診・⾝体計測・小児科医師診察・⻭科健
診・保健相談等の集団健診を⾏い、⼼⾝や⾔葉の
発達、⽣活習慣の⾃⽴、育児不安等の支援を⾏
う。また、必要に応じ栄養・⾔葉・⻭磨き相談を⾏う。 

健康推進課 

医療体制の充実 
（産婦人科・小児科） 

産婦人科医療については、引き続き市⽴病院が
砂川市⽴病院のサテライト病院として外来診療を⾏
うとともに、小児医療についても市⽴病院が２次救急
を含めた診療を継続することで、市⺠の医療ニーズに
対応する。 

健康推進課 

救急医療体制の確保 

平成２０年度から在宅当番医制が廃止され、救
急診療窓口が市⽴病院に一本化されたことから、市
⺠が安⼼して⽣活できるよう引き続き美唄市医師会
と緊密な連携を図り、休⽇夜間の救急診療体制を
確保する。 

健康推進課 
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（２）【基本施策】 「②-2 子育てに配慮した環境の充実」 

子育てに関する悩みや負担を抱える保護者への支援が求められています。子育て中の
⼼配事や不安を軽減し、安⼼して子育てができるような取り組みとして、子育て支援セン
ター事業の推進や移動子育て支援の充実を図り、地域に異年齢や多世代の交流を図る
事業を⾏い、「子育て・子育ち」を支えていきます。 

 

表 ４-6  「②-2 ⼦育てに配慮した環境の充実」における事業 

事 業 名 事 業 概 要 担 当 課 

子育て支援センター 
事業の推進 

 
子どもと家庭に関する様々な問題を総合的に対応

するため、子育ての広場事業、こども療育広場事業、
子育て相談事業を実施する。 

 

こども未来課 

移動子育て支援 

 
子育て指導員が出向き、へき地保育所や施設を

利⽤して、在園児が地域との交流を図る。 
 

こども未来課 

地域子育て拠点 
支援事業 

 
異年齢や多世代交流を図る取り組みを実施し、

地域全体で「子育て・子育ち」を支えることを目的に
「であえ〜る広場」（道営住宅中央公園団地集会
場）「ひがしふくし広場」（東福祉会館）を開設し事
業を実施する。 

 

こども未来課 
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（３）【基本施策】 「②-3 障がい児施策の充実」 

発達支援を必要とする乳幼児への支援の充実にあたっては、乳幼児健診をはじめとす
る⺟子保健事業を通じて、早期療育に努めています。 

また、保育所・幼稚園において障がい児保育等を実施し、こども療育広場との並⾏通
園をする中で、園との連携を深め、子どもに関わる関係者への支援を⾏うとともに、就学前
から就学移⾏への切れ目のない支援体制づくりを⾏います。 

支援の必要な乳幼児の早期療育の充実に向けて「気になる」段階から、発達に応じた
適切な支援を断続的に計画的に提供する体制づくりを目指します。 

 

表 ４-7 「②-3 障がい児施策の充実」における事業 

事 業 名 事 業  概 要 担 当 課 

こども療育広場事業 

 
歩き始めがゆっくりだった、ことばが出るのが遅かった、

お友達と関わって遊ぶことが難しいといった様子が⾒られ
る乳幼児を対象に、⽇常⽣活における基本的な動作
の指導及び集団⽣活への適応訓練等を⾏う。 

 

こども未来課 

障がい児保育事業 集団⽣活を⾏っていくうえで配慮や支援が必要な児
童が保育所に通所し、⼼⾝の成⻑発達を促す。 こども未来課 

特別支援教育振興
事業 

 
特別支援学級の教育環境を整えるため、必要とされ

る環境整備に努めるとともに、市内小中学校における
特別支援学級在籍児童⽣徒の交流、体験事業に引
き続き取り組む。 
 

学 務 課 
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（４）【基本施策】 「②-4 食育の推進」 

食育の推進にあたっては、食に関する学習の機会や情報提供を進めるとともに、子ども
の参加型の農業体験や調理の体験などの取り組みを推進し、食の⼤切さを伝えていきま
す。 

 

表 ４-8 「②-4 食育の推進」における事業 

事 業 名 事 業  概 要 担 当 課 

食育の推進 
美唄市食育推進計画に沿って、⾏政や市⺠、⽣産

者、各事業者などが相互に連携し、食育推進に取り組
む。 

農政課 

親子の食育事業 

 
保育所・幼稚園に通う子どもとその親を対象に、調理の

体験を通して、手作りの美味しさや楽しさを実感すること
で、親子の豊かで健康的な食⽣活への気づきにつなげるこ
とを目的とする。年１回、市⽴保育所・幼稚園に、食⽣活
改善推進員が出向き食育を推進する事業を⾏う。 

 

健康推進課 

学童クッキング 

 
低学年のうちから食への興味を持つように、中央・東小

学校区の学童児童を対象に、月１回簡単な料理やおや
つの調理実習を栄養士・食⽣活改善推進員とともに⾏う。
また、南美唄小学校区の学童児童を対象に、⻑期休暇
時、調理実習や交流の体験を実施。年数回、体⼒づくり
を目指して、遠⾜、そとあそび・雪遊びを運動推進員が中
⼼となって⾏う。 

 

健康推進課 

旬の料理教室 

 
尚栄高校の学⽣を対象に、⾃分の⼼⾝の健康と栄養

について考える機会として、年１〜２回、地域の人と交流
しながら栄養士・保健師・食⽣活改善推進員とともに調理
実習などを⾏う。 

 

健康推進課 
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 ３．【基本目標】 「③ 子ども・子育てを地域で応援する環境づくり」 

 ３． 【基本目標】 ③ 子ども・子育てを地域で応援する環境づくり 

（１）【基本施策】 「③-1 子育て支援ネットワークづくり」 

子どもが健やかに成⻑するため、地域の人達が子育て支援に対する関⼼や理解を深め、
協⼒し、子どもや子育て家庭を⾒守り、関わっていく取り組みを進めていきます。 

 

表 ４-9 「③-1 ⼦育て支援ネットワークづくり」における事業 

事 業 名 事 業 概 要 担当課 

子育て地域ささえあい
事業 

 
子育てボランティア育成のためのサポーター講習会の

開催や、市内の団体・有志等が実⾏委員会を組織し
て、親子と多世代交流を図るイベント「びばいっ子フェス
ティバル」の運営、びばいせわずき・せわやき隊(登下校
の⾒守り)やファミリーサポート「ゆりかご」(預かり)の側面
的支援、主任児童委員との協働による「おおきくな〜れ
びばいっこ訪問事業」(乳児訪問)などの事業を展開し、
地域子育て支援を推進していきます。 

 

こども未来課 

地区ふれあい事業 

地区の小学校、保健推進員、食⽣活改善推進
員、主任児童委員等と連携を図り、豊かな食文化や
昔遊びの伝承、成⻑期の⽣活習慣病を予防する運動
環境など、子どもが健やかに育つことを目的に、「東地区
めだかの学校」「中央小学校区世代間交流グーチョキ
パー」などを実施していきます。 

 
健康推進課 

 
⽣涯学習課 

 
こども未来課 
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（２）【基本施策】 「③-2 児童虐待防止対策の充実」 

児童虐待防止の対策に向け、福祉、保健、医療などの関係機関と連携しながら、保
護者の育児不安に対する相談体制の整備などを図ります。 

 

表 ４-10 「③-2 児童虐待防止対策の充実」における事業 

事 業 名 事 業 概 要 担 当 課 

子ども虐待防止 
ネットワークの連携
強化 

地域ケア会議子育て部会〔要保護児童対策地域協議
会〕において、児童相談所、⺠⽣委員、家庭児童相談
員、警察等の関係機関と相互に緊密な連携を図り、児童
虐待の事例を検討し、迅速に対応する。 虐待問題に関
⼼を向けてもらうため、広く市⺠に向けて、啓発活動を⾏い
ながら、防止を図る。 

こども未来課 

子ども相談事業の
推進 

育児・子育てや健康・医療、児童虐待、DV、障がい、
不登校、非⾏など様々な子どもに係わる相談に、専門の
相談員が総合的に対応する。専任指導員による電話やメ
ールでの相談も実施する。 

こども未来課 
⽣涯学習課 

 

（３）【基本施策】 「③-3 子どもの安全の確保」 

子どもを交通事故や犯罪から守り、安⼼して⽣活ができる環境づくりを推進します。 

 

表 ４-11 「③-3 ⼦どもの安全の確保」における事業 

事 業 名 事 業 概 要 担 当 課 

都市公園施設 
再整備事業 

公園利⽤者の安全性を確保するため、⽼朽化の進む
公園施設の調査・点検を実施し、修繕・改修計画を作成
しています。公園内のトイレ、フェンス、遊具等の修繕や塗
装、撤去を⾏いながら、安全確保のため随時更新する。 

都市整備課 

除排雪事業 
（通園・通学路の
確保） 

子どもが安全に登園・降園や登下校するため、通園、通
学路の優先的除雪に努める。 

都市整備課 

放課後児童対策
の事業の充実 

小学⽣の放課後対策及び保護者の仕事と子育ての両
⽴支援を⾏うため、市内の全ての小学校区に放課後児童
施設を設置。平成27年度からは6年⽣まで受け⼊れる。 

⽣涯学習課 
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    子ども・子育て支援施策の展開 第５章第５章第５章第５章

 

子ども・子育て支援施策の展開については、市町村が地域の子ども・子育て家庭の実情に
応じて実施する事業です。 

地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法で１３事業『a）〜n)』定められて
おり、その１３事業は交付⾦の対象となります。市では、地域子ども・子育て支援事業として
地域の課題解決のために必要なサービスを整備していきます。 

幼児期の学校教育・保育において、現在の利⽤状況と将来の利⽤希望を把握し、計画期
間内に必要な施設や事業を確保することを数値として記載する必要があることから、本市では、
教育・保育の「量の⾒込み」を算出するため、平成 25 年 12 月にニーズ調査を実施しました。 

その結果と現在の利⽤状況に基づく「量の⾒込み」と、それに対する「確保の内容」について
記載します。 

 

 
図 ５-1 新制度における事業の体系 

  

 
 

■ 施設型給付 

   ・認定こども園 

   ・幼稚園 

   ・保育所 

 

■ 地域型保育給付 

   ・小規模保育 

   ・家庭的保育 

   ・居宅訪問型保育 

   ・事業所内保育 

（施設型給付・地域型保育給付は、早
朝・夜間・休⽇保育にも対応） 

 

■ 児童手当 

子ども・子育て支援給付 
 
 

① 利⽤者支援 

② 地域子育て支援拠点事業 

③ 一時預かり 

④ 乳児家庭全⼾訪問事業 

⑤ 養育支援訪問事業その他要支援児童、 

要保護児童等の支援に資する事業 

⑥ ファミリー・サポート・センター事業 

⑦ 子育て短期支援事業 

⑧ 延⻑保育事業 

⑨ 病児・病後児保育事業 

⑩ 放課後児童施設 

⑪ 妊婦健診 

⑫ 実費徴収に係る補⾜給付を⾏う事業 

⑬ 多様な主体が本制度に参⼊することを 

促進するための事業 

地域子ども・子育て支援事業 
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 １． 保育の必要性の認定について 

子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保育
の必要性を認定します。 

 

■ 認定区分 

認定は次の１〜３号の区分で⾏われます。 

 

表 ５-1 認定区分 

認定区分 対 象 者 対象施設 

１号認定 満３歳以上の学校教育のみの就学前児童（保
育の必要性なし） 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学
前児童 

（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

３号認定 満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学
前児童 

（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

地域型保育 

 

■ 認定基準 

保育の必要性の認定（２号、３号の保育の必要性の認定を受ける子ども）に当た
っては以下の３点について基準を策定します。 

 

表 ５-2 認定基準 

事  由 ①就労 

 フルタイムのほか、パートタイム、夜間の就労など基本的にすべての就労 

②就労以外の事由 

 保護者の疾病・障害、産前産後、同居親族の介護、災害復旧、求職活
動及び就学等、またそれらに類するものとして美唄市が定める事由 

区  分※ ①保育標準時間 

 主にフルタイムの就労を想定した⻑時間利⽤ 

  （利⽤時間は１１時間の開所時間に相当） 

②保育短時間 

 主にパートタイムの就労を想定した短時間利⽤（利⽤時間は８時間） 

  （本市では、保護者の就労時間の下限時間を４８時間以上と設定） 

優先利⽤ ○ひとり親家庭や虐待のおそれのあるケースの子どもなど 

※区分は、月単位の保育の必要量に関する区分です。 
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 ２． 施設型給付 

 幼稚園 a)

学校教育法に基づく教育機関で、保護者の就労状況にかかわらず３歳から⼊園で
きます。年度途中の受け⼊れや預かり保育を⾏っている園もあります。 

 

表 ５-3 幼稚園の年度別⾒込量と確保提供量（人） 

 現状 推  計 

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①推計利⽤者 185 151 153 153 153 154 

 １号認定 185 151 153 153 153 154 

②確保提供量 250 250 250 250 250 250 

差異（②－①） 65 99 97 97 97 96 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

幼稚園については、ニーズに対して提供可能な体制がとれています。今後需要の
増加は⾒込まれませんが、増加した場合でも、対応可能な範囲と⾒込まれます。 

 

  

現在 、市内 に 3 園（公 ⽴ 1 園 、私 ⽴ 2 園）が設 置されています。 
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 認可保育所等 b)

保護者の就労や病気などで、家庭で子どもをみることができない場合に、保護者の
代わりに保育する施設です。 

 

表 ５-4 認可保育所等の年度別⾒込量と確保提供量（人） 

 現状 推  計 

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①推計利⽤者 248 256 241 238 232 225 

 ２号認定 173 178 163 160 156 149 

 ３号認定（０歳） 6 6 6 6 6 6 

 ３号認定（１．２歳） 69 72 72 72 70 70 

②確保提供量 315 345 345 345 345 345 

 ２号認定 249 273 265 265 265 265 

 ３号認定（０歳） 6 6 6 6 6 6 

 ３号認定（１．２歳） 60 66 74 74 74 74 

差異（②－①） 67 89 104 107 113 120 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

今後においても、待機児童は⾒込んでいないところですが、定員数を超える保育
⼊所希望が⽣じた場合は、保育所間での調整を図り弾⼒的に対応していきます。 

また、平成２８年度の公⽴認可３保育所（中央、東、⻄）の統合に向けて、
未満児の定員数を⾒直すなど、ニーズに対応していきます。 

  

○公 ⽴認 可 保育 所 が３カ所 （中 央 、東 、⻄ ）設 置されています。 

○公 ⽴へき地保 育 所 が３カ所 （峰 延 、茶 志内 双 葉、進 徳）設 置さ
れています。 

○０〜２歳 児のニーズが増加 傾 向にありますが、全 体の⼊所 率 は減
少しており、現在 は待 機児 童はおりません。 
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 認定こども園 c)

幼稚園と認可保育所が併設し、地域における子育て支援機能を備えた施設です。
基本的に幼稚園・保育所を利⽤することに違いはありません。 

 

表 ５-5 認定こども園の年度別確保提供量（人） 

 現状 推  計 

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①確保提供量 35 35 35 35 35 35 

 1 号認定 5 5 5 5 5 5 

 2 号認定 24 24 24 24 24 24 

 ３号認定（０歳） 0 0 0 0 0 0 

 ３号認定（１．２歳） 6 6 6 6 6 6 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

市内の幼稚園が充実していることから、現在の短時間保育（幼稚園機能）の
定員５名体制を維持しながらニーズに対応していきます。 

  

○保 育所 型 認定こども園 が１施 設（南美 唄地 区）となっております。 

○短 時間 保 育の定 員は５名で申 込が多 い場 合は南 美唄 地 区 の児
童を優 先 しています。 

○⼦ 育 て支 援の場としてだけではなく、幅 広 い世 代 間交 流の場として
の役割 を担 っています。 
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 ３． 地域型保育給付 

 小規模保育事業 a)

国が定める最低基準に適合した保育施設で、市町村の認可を受けた定員６〜 

１９人のものです。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

 家庭的保育事業 b)

保育ママなど、保育者の家庭などで子どもを預かるサービスです。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

 事業所内保育事業 c)

企業などが、主に従業員⽤に運営する保育施設です。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

 居宅訪問型保育事業 d)

ベビーシッターのような保育者が、子どもの家庭で保育するサービスです。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

  

○設 置なし。既 存の保育 所の定員 で確保 できると考えます。 

○該 当事 業 がありません。 

○設 置なし。既 存の保育 所の定員 で確保 できると考えます。 

   ※市 内 には私⽴ の認可 外 保育 施 設が２カ所あります。 

○該 当事 業 がありません。 

   ※市 内 には従業 員のみを対 象とした事 業所 内 保育 施 設が３カ所
あります。 
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 ４． 地域子ども・子育て支援事業 

 利⽤者支援事業 a)

子ども又はその保護者の⾝近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事
業などの情報提供及び必要に応じ相談・助⾔などを⾏うとともに、関係機関との連絡
調整などを実施する事業です。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

＜今後の⾒通し＞ 

本市では現在、子育て支援センターにおいて子育てに関する相談、保育サービス
等の情報提供や手続きが可能な状況にあることから、今後もその提供体制を継続し
ながら、ニーズに対応していきます。 

 

 地域子育て支援拠点事業 b)

主に未就学児とその保護者を対象に、親子同士が交流するための場を設置し、遊
びなどさまざまな催しを実施したり、子育てに関する相談や子育て情報の提供を⾏う事
業です。 

 

表 ５-6 地域⼦育て支援拠点事業の年度別⾒込量と確保提供量（人回/月） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 523 650 636 620 606 594 

②確保提供量 523 650 636 620 606 594 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

○該 当事 業 がありません。 

○⼦ 育 て相 談 事業として、家 庭児 童 相談 員と連携 し⼦育 て支 援員 に
よる相 談 事業 を⾏ っています。 

○⼦ 育 て支 援センターはみんぐでは、⼦ どもと家 庭に関する様々な問 題
を総 合 的 に対 応するため、⼦ 育 ての広 場 事業 、こども療 育広 場事
業、⼦ 育 て相 談 事業 の実施 を⾏ っています。 

○地 域⼦ 育 て支援センター事業 として、⼦ 育て中の親 ⼦の総 合 的な
支援 を図るため、地 域 の保育 所 等 を利 ⽤ して、親 ⼦の⾝近 な交 流
の場の提供 等 を実 施 しています。 
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＜今後の⾒通し＞ 

現在、子育て支援センターほか地域の集会施設等も活⽤して事業を実施してお
り、これからも地域の実情を勘案しながらニーズに対応していきます。 

 

 乳児家庭全⼾訪問事業 c)

⽣後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供
や養育環境等の把握を⾏う事業です。 

 

表 ５-7 乳児家庭全⼾訪問事業の年度別⾒込量と確保提供量（人/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 48 53 51 50 49 48 

②確保提供量 48 53 51 50 49 48 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
 

<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

現在の供給体制を維持しながら、子育て家庭と地域がつながる取り組みを継続し
ていきます。 

 

 養育支援訪問事業 d)

養育支援が特に必要な家庭に対し、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助⾔
等を⾏うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

表 ５-8 養育支援訪問事業の年度別⾒込量と確保提供量（人/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 223 220 220 220 220 220 

②確保提供量 223 220 220 220 220 220 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

  

○主 任児 童 委員 と⼦ 育て支 援センター職 員で⽣後 ４か月 〜７か月未
満の乳 児のいる家 庭 を訪 問 し、⼦ 育 てに関 する不安 や悩みを聞 いた
り、⼦育 てに関 する情 報提 供 を⾏ う事業 を実施 しています。 
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【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

現在の供給体制を維持しながら親子の課題やニーズに応じて柔軟に対応してい
きます。 

 

 子育て短期支援事業 e)

保護者の⽅が⼊院などで一時的に子どもの養育ができなくなったとき、お子さんをお
預かりするものです。なお、ご利⽤は宿泊を伴う場合に限ります。 

 

表 ５-9 ⼦育て短期支援事業の年度別⾒込量と確保提供量（人⽇/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 14 102 99 97 95 93 

②確保提供量 14 102 99 97 95 93 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

ニーズに対しての確保は現在の委託先 3 か所で対応が可能と考えており、今後も
現在の供給体制を確保し、ニーズに対応していきます。 

  

○本 市では、健 康推 進課 において、育児 に対する不 安 孤⽴ 感 を抱える
家庭 や家族の健 康問 題など様 々な要因 で養育 支 援が必 要な家 庭
に対 し、保健 師の訪 問や⼦ 育て支 援センターや保 育 所、幼 稚 園等
の関係 機 関とも連 携 しながら支 援を実 施しています。 

○保 護者 が⼀時 的 に家庭 で養 育できない場合 、原則 ７⽇ 間 を限度 に
利⽤ できる事業 です。本市 では、市内の⾥ 親、近 隣市 町の養 護 施
設、⾥ 親 に事 業 を委 託し、実 施しています。 
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 一時預かり事業(保育所等） f)

病気やけが、冠婚葬祭など、保護者の事情でやむを得ず家庭での保育が困難にな
った場合、保育所では子ども（乳幼児）の一時預かりを⾏っています。育児による疲
労・ストレスなどを感じた場合もご利⽤できます。このほか、子育て短期支援事業として、
平⽇夜間や休⽇に子どもを預かるトワイライトステイ事業も当該事業に該当します。 

 

表 ５-10 ⼀時預かり事業（保育所）の年度別⾒込量と確保提供量（人⽇/年） 

 現状 推  計 

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①推計利⽤者 755 836 836 836 836 836 

 一時預かり事業 750 800 800 800 800 800 

 子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ事業） 
5 36 36 36 36 36 

②確保提供量 755 836 836 836 836 836 

 一時預かり事業 750 800 800 800 800 800 

 子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ事業） 
5 36 36 36 36 36 

差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

ニーズは充分に確保されていますが、保育所一時預かりの需要が増加するようで
あれば、適正な職員配置を検討していきます。平成２８年度の公⽴認可３保育
所の統合により、需要の増加等のニーズに弾⼒的に対応することが出来ると考えま
す。 

 

  

○東 保育 所の１施 設 で実 施 しています 

○トワイライトステイは３施 設（市内の⾥ 親 、近 隣 市町 の養 護 施 設、
⾥親 ）に事 業 を委 託 し、実 施 しています。 
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 一時預かり事業(幼稚園） g)

幼稚園における通常の保育時間に加え、時間を延⻑して保育を実施しています。 

 

表 ５-11 ⼀時預かり事業（幼稚園）の年度別⾒込量と確保提供量（人⽇/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 3,860 3,400 3,400 3,400 3,400 3,400 

②確保提供量 3,860 3,400 3,400 3,400 3,400 3,400 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

幼稚園の一時預かり事業については、ニーズに対して提供可能な体制がとれてい
ます。今後需要の増加は⾒込まれませんが、増加した場合でも対応可能な範囲と
⾒込まれます。 

 

 一時預かり事業(ファミリー・サポート・センター等） h)

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（利⽤会員）と援助を⾏うことを
希望する者（提供会員）が地域の中で助け合いながら子育てをする会員組織、有
償ボランティアをする事業です。 

 

表 ５-12 ⼀時預かり事業(ファミリー・サポート・センター等）の年度別⾒込量と確保提供量（人⽇/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 0 0 0 0 0 0 

②確保提供量 0 0 0 0 0 0 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

  

○実 施事 業 がありません。 

○現 在、市 内すべての幼稚 園（公 ⽴１園、私⽴ ２園 ）において実施
しています。 
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＜今後の⾒通し＞ 

今後ファミリ―サポートセンターを設置する予定はありませんが、本事業に類するも
のとして、ファミリーサポートゆりかごが「預かり託児サービス」を実施しており、今後もそ
の活動を支援していきます。 

 

 延⻑保育事業 i)

保護者の勤務形態の多様化等に対応するため、通常の保育時間（１１時間）
を超えて児童を預かる延⻑保育を実施しています。 

 

表 ５-13 延⻑保育事業の年度別⾒込量と確保提供量（人/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 29 137 132 129 127 125 

②確保提供量 29 137 132 129 127 125 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

ニーズは充分に確保されていますが、延⻑保育の需要が増加するようであれば、
適正な職員配置を検討していきます。また、平成２８年度の公⽴認可３保育所の
統合により、需要の増加等のニーズに弾⼒的に対応することが出来ると考えます。 

 

 病児・病後児保育事業 j)

病気や病気の回復期にある子どもを対象に、保育所・幼稚園での集団保育が困難
で、かつ保護者の事情により家庭で保育できない時に一時的に保育する施設です。 

 

表 ５-14 病児・病後児保育事業の年度別⾒込量と確保提供量（人⽇/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 0 375 357 351 345 338 

②確保提供量 0 0 0 0 0 1 

 差異（②－①） 0 -375 -357 -351 -345 338 

 

○公 ⽴３保育 所 及び認定こども園の１施 設で実施 しています。 

○延 ⻑時 間 は 1 時 間です。 
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【確保の⽅策】 
 

<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

医療機関等に附設された場においての病後児保育をめざし、各関係機関と調整
を図ります。 

 

 放課後児童健全育成事業 k)

仕事などにより、昼間保護者が家庭にいない児童（小学１〜６年⽣）を対象に、
適切な遊びや⽣活の場を提供し、児童の健全な育成を図ります。 

 

表 ５-15 放課後児童施設の年度別⾒込量と確保提供量（人/年） 

 現状 推  計 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 132 151 148 141 136 130 

②確保提供量 205 205 205 205 205 205 

 差異（②－①） 73 54 57 64 69 75 

※ 児童福祉法の一部改正により、平成 27 年度から 6 年⽣までが対象となります。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

現状、定員未満の利⽤となっていることから、現在の供給体制を維持しながらニー
ズに対応していきます。 

  

○実 施事 業 がありません。 

○現 在、市 内のすべての小学 校 区（５カ所 ）において事 業を実 施して
います。 
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 妊婦一般検診事業 l)

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊娠に対する健康診査として、①健康状
態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要
に応じた医学的検査を実施する事業です。 

 

表 ５-16 妊婦⼀般健康診査事業の年度別⾒込量と確保提供量（人/年） 

 現状 推  計 

Ｈ25 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 

①利⽤者推計 2,095 2,095 2,095 2,095 2,095 2,095 

②確保提供量 2,095 2,095 2,095 2,095 2,095 2,095 

 差異（②－①） 0 0 0 0 0 0 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

今後も妊婦一般健診受診券の交付により、受診に繋がり、⺟体及び胎児の健
康を守る取り組みを継続していきます。 

  

○本 市では妊 婦 ⼀人 につき、妊 婦 健 康診 査費 ⽤の⼀部 が助成 される
受診 票 を１４枚と超 音波 検 査受 診 票６枚を交 付 しています。項目
等については、北 海 道 の協定 に基 づき実 施 しています。また、道 外 で
出産 予 定の妊 婦 に対 しても、出産 後 本人 に対し助 成の範囲 内で
償還 払 いを⾏ っています。 
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 実費徴収に係る補⾜給付を⾏う事業 m)

支給認定保護者のうち、当該支給認定保護者の属する世帯の所得の状況その他
の事情を勘案して市町村が定める基準に該当するもの（以下この号において「特定
支給認定保護者」という。）に係る支給認定子どもが特定教育・保育、特別利⽤保
育、特別利⽤教育、特定地域型保育又は特例保育（以下この号において「特定教
育・保育等」という。）を受けた場合において、当該特定支給認定保護者が支払うべ
き⽇⽤品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購⼊に要する費⽤は特定教
育・保育等に係る⾏事への参加に要する費⽤その他これらに類する費⽤として市町村
が定めるものの全部又は一部を助成する事業です。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

実施予定なし 

 

 多様な主体が参画することを促進するための事業 n)

待機児童解消加速化プランによる保育の受け皿拡⼤や子ども・子育て支援新制度
の円滑な施⾏のためには、多様な事業者の能⼒を活⽤しながら、保育所、小規模保
育などの設置を促進していく事業です。 

 

【確保の⽅策】 
<現状> 

 

＜今後の⾒通し＞ 

待機児童がないため、現状の保育施設で対応できないものに対しては手段を講じ
ていきます。 

  

○該 当事 業 がありません。 

○保 育所 保 育料 については、減 免 基準 を設けて、児童 が属する世帯
が疾 病 、災 害 等で収 ⼊状 況 が著 しく減 少 した場 合は申 請により保
育料の減 免制 度 があります。 

○該 当事 業 がありません。 
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 ５． 幼児期の学校教育・保育の一体的提供等の推進策  

 

 認定こども園の普及について （１）

認定こども園は、保護者の就労状況やその変化等によらず柔軟に子どもを受け⼊れる
ことができ、子育て親子と地域住⺠との交流の促進など地域における子育て支援機能も
有している施設です。 

就学前の子どもたちについては、保護者の⽣活スタイルにかかわらず、地域の実情に応
じた良質な環境が同様に提供されることが重要となります。 

本市においては、幼稚園の提供体制は充⾜されている一⽅、3 歳未満児の保育ニー
ズは増加している状況ではありますが、施設の形態に関しては、 幼児数の推移や地域の
実態を勘案し、総合的に検討していくこととします。 

 

 質の高い教育・保育や子育て支援等の推進 （２）

乳幼児期の発達は連続性を有するものであり、⽣涯にわたる人格形成の基礎が培わ
れる重要な時期でもあります。 

集団の中での遊びや体験を通して「⽣きる⼒」を育む質の高い教育・保育を提供すると
とともに、地域の⽅々とのふれあいや関わりを通して子どもの育ちや学びを保障する取り組
みを進めていきます。 

 

 幼稚園、保育所、小学校等の連携の推進 （３）

妊娠、出産期からの切れ目のない支援や幼児の成⻑に必要な教育・保育の内容を保
障するため、幼稚園、保育所、認定こども園、小学校の相互交流のほか、子育て支援に
関わる関係機関との連携も進めていきます。 
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    計画の推進について 第６章第６章第６章第６章

 １． 地域・家庭・⾏政の協働による推進 

本計画の着実な推進のためには、家庭、教育・保育機関、地域、企業、⾏政などが相互に
連携・協働しながら子育て支援に取り組む必要があります。 

また、市と、地域・関係機関・関係団体の様々な⽴場の⽅たちとの役割分担や協働が不可
欠です。 

そして、市⺠一人ひとりの皆様にご協⼒いただきながら進めていくこともあります。 

市におきましては、関連する計画も複数であり、様々な部署において取り組む施策がありま
す。 

⾏政内部での情報の共有化、連携にこれまで以上に⼒をいれていくことが、この計画の効率
的で着実な推進につながります。また、市が優先的、重点的に取り組むべき事項を明確化する
ことも重要です。そのうえで、地域の⽅々や地域の子育て支援にかかわる貴重な活動との役割
分担を適切に⾏うことで、子育て・子育ちにかかわる多様なニーズに対応したきめ細かで柔軟な、
子育て支援が可能となります。 

関係者それぞれが適切に役割を果たしていくとともに、関係機関相互の連携が⾏われるよう
積極的に関わり、子育てを地域で支える体制を整えていきます。 

さらに、様々な状況のもとで子育てを⾏う家庭への支援に、的確に対応していくためには、国
や道、児童相談所など、多くの関係機関との連携の強化も重要です。 

本計画の実施状況は「美唄市次世代育成支援推進委員会」で点検を⾏うとともに、その
後の対策についても広く市⺠の意⾒を反映させながら、計画の円滑な進⾏管理を⾏っていきま
す。 

 

 ２． 事業計画の周知方法 

計画の推進にあたり、子育て家庭、子育てに係る事業者・関係団体をはじめ、多くの市⺠の
理解と協⼒が重要であることから、策定した計画について、関係者や関係団体へ周知するとと
もに、広報紙やホームページなど様々な媒体を活⽤して、広く市⺠に周知します。 

また、「子ども・子育て支援新制度」について分かりやすく知らせていくことが安⼼した妊娠・出
産・子育てに結び付いていくと考えられるため、利⽤者の視点での情報提供に努めていきます。 

 

 ３． 計画の進捗状況の公表 

子ども・子育て支援事業計画に基づく施策、その他の地域における子ども・子育て支援施策
の実施状況等については、必要に応じて⾒直しをしていきます。また、次世代育成支援⾏動
計画と同様、市はその結果を市⺠に公表し、これに基づいて必要な措置を講じます。 
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資料１-１ 

資料１ 美唄市次世代育成支援推進委員会設置要綱 

美唄市次世代育成支援推進委員会設置要綱 

（目 的） 

第１条 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第８条第３項に基
づき美唄市における次世代育成支援対策の総合的かつ効果的な推進を図る目的に、
美唄市次世代育成支援推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所管事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務について調査検討を⾏い、⾏動計画の策定及び進
⾏状況の評価と推進を図る役割を担う。 

（１）地域における子育て支援に関すること。 

（２）⺟性及び乳児や幼児等の健康の確保及び増進に関すること。 

（３）子どもの⼼⾝の健やかな成⻑に資する教育環境の整備に関すること。 

（４）子育てをしている家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保に関する
こと。 

（５）職業生活と家庭生活との両⽴の推進に関すること。 

（６）子ども等の安全の確保に関すること。 

（７）要保護児童への対応等きめ細かな取り組みの推進に関すること。 

（８）その他、次世代育成支援に関し必要な事項に関すること。 

 

（組 織） 

第３条 委員会は、１５名以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験者、保険・医療・福祉関係者、子育て支援関係者等、及び市⺠
公募者のうちから市⻑が委嘱する。 

 

（任 期） 

第４条 委員の任期は３年とし、⽋員が生じた場合の補⽋委員の任期は、前任者の在
任期間とする。 

 

（委員⻑） 

第５条 委員会に委員⻑及び副委員⻑を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員⻑は会を代表し、会務を統轄する。 

３ 副委員⻑は委員⻑を補佐し、委員⻑に事故あるときは、その職務を代理する。 
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資料１-２ 

（会 議） 

第６条 委員会は、委員⻑が必要に応じて招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数以上が出席しなければ会議を開くことはできない。 

３ 会議の議⻑は、委員⻑がこれにあたる。 

４ 会議において必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求め、その説明または
意⾒を聞くことができる。 

 

（部 会） 

第７条 委員会は、⾏動計画策定に関して、作業の円滑な推進を図るため、部会を置
くことができる。 

２ 部会は委員会の委員で組織する。 

３ 部会に部会⻑を置く。 

４ 部会の会議は、必要に応じて部会⻑が招集し、部会⻑がその議⻑となる。 

５ 部会は、必要あるときは部会以外の者を会議に出席を求め、その意⾒・説明を聞
き、若しくは資料の提出を求めることができる。 

 

（庶 務） 

第８条 委員会及び部会の庶務は、市保健福祉部こども未来課において⾏う。 

 

（委 任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会及び部会の運営に関し必要事項は、委
員⻑が別に定めるものとする。 

 

付 則 

（施⾏期⽇） 

１ この要綱は、平成１６年９月１４⽇から実施する。 

（招集の特例） 

２ 最初に招集される委員会は、第６条の規定にかかわらず市⻑が招集する。 

  

  付 則（平成 18 年庁達第 32 号） 

この要綱は、平成 18 年７月１⽇から施⾏する。 
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資料２ 美唄市次世代育成支援推進委員会委員名簿 

氏   名 所    属

委員⻑ 吉 田 政 和 美唄市校⻑会

副委員⻑ 高 橋 泰 浄 美唄市特別保育事業協議会

委 員 志 水 健 二 市⽴認定こども園ひまわり⽗⺟の会

委 員 高 田 和 広 市⽴中央保育所⽗⺟の会

委 員 谷 村 明 紀 美唄市PTA連合会

委 員 ⽊ 村 拓 ⼰ 美唄私⽴幼稚園連合会

委 員 大 道 恵津子 美唄市⺠生児童委員協議会連合会

委 員 小 川 泰 弘 美唄市医師会

委 員 森 田 みちえ 美唄市社会福祉協議会

委 員 谷 内   茜 ファミリーサポート「ゆりかご」

委 員 飯 田 淑 子 美唄市⺟子寡婦福祉会

委 員 山 田 道 康 美唄⻘年会議所

委 員 鷲 頭 明 美 市⺠委員（一般公募）

委 員 高 橋 華奈子 市⺠委員（一般公募）

美唄市次世代育成支援推進委員会委員名簿
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資料３ 美唄市次世代育成支援対策庁内検討委員会設置要綱  

美唄市次世代育成支援対策庁内検討委員会設置要綱  

 

(設置) 

第 1 条 次世代育成支援美唄市⾏動計画(以下「⾏動計画」という。)の策

定及びその推進方策に関し必要な事項を調査検討するため、美唄市次世

代育成支援対策庁内検討委員会(以下「検討委員会」という。)を設置す

る。  

(所掌事務) 

第 2 条 検討委員会は、次に掲げる事項について調査検討する。  

(1) ⾏動計画の策定及び推進に関する事項  

(2) その他必要な事項  

(組織) 

第 3 条 検討委員会は、別表に掲げる者をもって構成する。  

2 検討委員会に委員⻑及び副委員⻑を置く。  

3 委員⻑はこども未来課⻑をもって充て、副委員⻑は各委員の互選によ

って選任する。  

4 委員⻑は、検討委員会を代表し、会務を総括する。  

5 副委員⻑は、委員⻑を補佐し、委員⻑に事故あるときは、その職務を

代理する。  

(会議) 

第 4 条 検討委員会の会議は、必要に応じて委員⻑が招集し、その議⻑と

なる。  

2 委員⻑は、必要に応じ、会議に委員以外の者の出席を求め、説明⼜は

意⾒を聴くことができる。  

(庶務) 

第 5 条 検討委員会の庶務は、保健福祉部こども未来課において⾏う。  

(補則) 

第 6 条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事

項は、委員⻑が会議に諮って定める。  
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附 則  

この要綱は、平成 21 年 6 月 1 ⽇から施⾏する。  

附 則(平成 21 年 10 月 1 ⽇庁達第 51 号の 2) 

この要綱は、平成 21 年 10 月 1 ⽇から施⾏する。  

附 則(平成 22 年 4 月 1 ⽇庁達第 21 号) 

この要綱は、平成 22 年 4 月 1 ⽇から施⾏する。  

附 則(平成 25 年 4 月 1 ⽇庁達第 32 号) 

この要綱は、平成 25 年 4 月 1 ⽇から施⾏する。  

別表(第 3 条関係) 

所  属  職          名  

総務部  企画課⻑  

市⺠部  
市⺠課⻑  

生活環境課⻑  

経済部  
商⼯観光課⻑  

農政課⻑  

都市整備部  
都市整備課⻑  

建築住宅課⻑  

教育委員会  

学務課⻑  

生涯学習課⻑  

図書館⻑  

消防本部  次⻑  

保健福祉部  健康推進課⻑  

こども未来課⻑  

こども未来課主幹  

こども未来課主査(こども未来担当) 
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こども未来課主査(子育て支援担当) 

こども未来課主査(家庭児童相談担当) 

こども未来課主査(療育担当) 
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